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研究要旨：特発性大腿骨頭壊死症（ONFH）の患者数と臨床疫学特性について
最新の情報を把握することを目的に、全国疫学調査を実施した。本調査は、
ONFH 臨床班（厚生労働省「特発性大腿骨頭壊死症の疫学調査・診断基準・重
症度分類の改訂と診療ガイドライン策定を目指した大規模多施設研究」）との
共同研究である。一次調査により受療患者数を推定し、二次調査により臨床疫
学特性を把握した。 
一次調査の対象は、全国の整形外科から層化無作為抽出法にて病床規模別に

選定した。当該診療科における 2014 年 1 年間（2014 年 1 月 1 日～12 月 31 日）
の ONFH 受診患者数（初診・再診を問わず、総ての ONFH 患者が対象）につい
て回答を依頼した。二次調査の対象は、一次調査で「ONFH 患者の受診あり」
と回答した診療科であり、個人票により臨床疫学特性の情報を収集した。 
全国の整形外科 4,847 科から 1,226 科（25％）を調査対象として選定し、2015

年 1 月 5 日に一次調査を開始した。738 科（回答率：60％）から 13,563 人の
ONFH 患者が報告された。2014 年 1 年間の全国における ONFH 受療患者数は
約 23,100 人（95％信頼区間：20,800-25,300）、年間有病率は人口 10 万人あた
り 18.2 人（0.0182％）と推計された。また、年間新患数（「2014 年 1 年間に確
定診断された症例」と定義）は全国で約 2,100 人と推計された。 

2015 年 8 月 12 日に二次調査を開始し、一次調査で「ONFH 患者の受診あり」
と回答した 419 科に個人票を送付した。近年における ONFH 患者像の把握に重
点を置くため、「2012 年 1 月 1 日～2014 年 12 月 31 日（最近 3 年間）に確定
診断された症例」を抽出して回答を依頼した。275 科から回答があり（回答率
：66％）、2,417 症例を解析対象として集計を行った。確定診断時の年齢分布
は、40～60 歳代の割合が高かった（40 歳代：20％、50 歳代：19％、60 歳代：
21％）。ステロイド全身投与歴、習慣飲酒歴、喫煙歴を有する者の割合は、そ
れぞれ 55％、44％、32％であった。ステロイド全身投与歴の対象疾患は、全身
性エリテマトーデス（SLE）が最も多かった（17％）。ONFH による特定疾患
医療受給者証を申請していたのは 66％であった。 
本調査により、ONFHの患者数と臨床疫学特性について最新の情報を全国規

模で把握できた。わが国の難病のうち、10年毎3回目の全国疫学調査を達成し
得たのはONFHが初めてであることから、本調査のインパクトは高いと考えら
れた。 
 

 
 
Ａ．研究目的 

特 発 性 大 腿 骨 頭 壊 死 症 （ idiopathic 
osteonecrosis of the femoral head , ONFH）は、明
らかな基礎疾患がないにもかかわらず大腿骨
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頭が阻血性壊死に陥って破壊され、股関節機
能が失われる難治性疾患である。当該疾患は
稀発性でもあるため、その疫学像の解明には
症例の集積が必要となる。また、行政施策とし
てさまざまな対策を行う場合、実態把握は極
めて重要である。  

ONFH 臨床班は、これまで 4 回の全国調査
を実施し、ONFH の実態把握に努めてきた 1-5)。
このうち、1995 年と 2005 年に実施した調査
は、本研究班の前身である「難病疫学班」考案
のプロトコール 6) に従って実施したものであ
る。また、直近の調査である 2005 年実施分 5) 

については、結果概要が難病情報センターを
通じても公表されているところである 7, 8) 。 

今回、ONFH の患者数と臨床疫学特性につい
て最新の情報を把握することを目的に、前々
回調査（1995 年実施）3,4）、前回調査（2005 年
実施）5)と同じプロトコールによる「ONFH 全
国疫学調査」を実施した。本調査は、厚生労働
科学研究費補助金難治性疾患等政策研究事業
「特発性大腿骨頭壊死症の疫学調査・診断基
準・重症度分類の改訂と診療ガイドライン策
定を目指した大規模多施設研究」（研究代表者
：大阪大学・菅野伸彦）との共同研究である。 

なお、特発性大腿骨頭壊死症の英語略称と
して、長年“ION”が用いられてきた。しかし、
2016 年 11 月の臨床班班会議で「今後、略称は
ONFH とする」とされたことから、本報告書で
も ONFH を使用する。なお、調査実施当時は
ION の略称が使用されていたことから、調査
書式中の略称は ION となっていることを補足
しておく。 
 
 
Ｂ．研究方法 

「難病疫学班」考案のプロトコール 6) に従
って調査を実施した。調査は一次調査と二次
調査からなる。一次調査により受療患者数を
推定し、二次調査により臨床疫学特性を把握
する。 
 
1) 調査対象期間 
 2014 年（1 年間） 
 
2) 調査対象 
① 一次調査 

全国の整形外科から層化無作為抽出法にて
病床規模別に選定した。抽出率は、一般病院 99
床以下：5％、100－199 床：10％、200－299 床
：20％、300－399 床：40％、400－499 床：80

％、500 床以上：100％、大学病院：100％、特
別階層（病床規模にかかわらず、特に ONFH 患
者が集中すると考えられる 45 病院）：100％で
ある。抽出枠組みは（株）ウェルネス社の「全
国病院データベース」を使用した。 

 
② 二次調査 
一次調査で「ONFH 患者あり」と回答した診

療科を対象とした。 
 
3) 調査手順 
① 一次調査 
調査対象診療科に、依頼状（資料 1）と ONFH

診断基準（資料 2）を送付した。返信用はがき
（資料 3）により、当該診療科における 2014 年
1 年間（2014 年 1 月 1 日～12 月 31 日）の ONFH
受診患者数（初診・再診を問わず、総ての ONFH
患者が対象）について回答を依頼した。返信が
ない診療科については、再依頼（督促）を行っ
た。抽出率と回収率を考慮した所定の算出式
により、2014 年 1 年間の全国における ONFH
受療患者数（および 95％信頼区間[CI]）を推定
した。 

 
② 二次調査 
一次調査で「2014 年 1 年間に ONFH 患者の

受診あり」と回答した診療科に対して、依頼状
（資料 4）と ONFH 診断基準および病型・病期
分類（資料 5-1, 5-2）を送付した。本調査では、
近年における ONFH 患者像の把握に重点を置
くため、一次調査で報告された ONFH 患者の
うち、「最近 3 年間（2012 年 1 月 1 日～2014
年 12 月 31 日）に確定診断された症例」の抽出
を依頼した（資料 6）。当該症例の臨床疫学情
報について、個人票（資料 7）への転記と郵送
による返送を依頼した。返信がない診療科に
ついては、再依頼（督促）を行った。また、個
人票の記入もれや整合性のない回答内容につ
いて、各診療科に書面で補完・確認を依頼し
た。記入内容に基づいて、ONFH の臨床疫学特
性を集計した。 
 
4) 作業分担 
本調査にかかる作業のうち、調査事務局業

務および統計解析業務の一部は、（株）メディ
サイエンスプラニング社に委託した。委託契
約は、大阪市立大学大学院医学研究科が締結
した。委託業務の詳細は下記の通りであり、業
務進捗状況について、大阪市立大学大学院医
学研究科公衆衛生学、大阪大学大学院医学系
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研究科器官制御外科学および運動器医工学治
療学が適宜監督を行った。 
 （一次調査） 
 病院リストを診療科毎に病床規模で層化

し、調査対象を無作為抽出 
 一次調査票の書式印刷 
 一次調査票の発送、回収、礼状送付、入力 
 一次調査票の再依頼状の発送、回収、礼状

送付、入力 
 一次調査の集計 
 全国における患者数を推計 

（二次調査） 
 一次調査結果より二次調査対象施設を抽

出 
 二次調査票の書式印刷 
 二次調査票の発送、回収、礼状送付、入力 

（※二次調査の以下の作業は委託対象外であ
るため、大阪市立大学大学院医学研究科公衆
衛生学で実施：再依頼状の発送・回収、個人票
の記入もれや整合性のない回答内容について
各診療科に書面で補完・確認を依頼） 
 
（倫理面への配慮） 

一次調査で収集する情報は、対象診療科毎
の受診患者数（男女別）のみであるため、倫理
面で問題は生じない。 

二次調査は、他機関に対して各患者の既存
情報の提供を依頼するため、個人情報保護の
観点から十分に注意を払う必要がある。二次
調査で使用する個人票には、「本調査独自の調
査対象者番号、性別、生年月、居住地（都道府
県まで）」を記載するが、「カルテ番号、患者
氏名、住所」等の個人を特定できる情報は記載
しない。本調査独自の調査対象者番号とカル
テ番号の対応表（資料 8）は、各診療科の鍵の
かかる場所への保管を依頼する。また、各診療
科で本調査の実施についてポスターを掲示
し、情報公開を行う（資料 9）。 

本調査は既存情報のみを用いる観察研究の
ため、患者からのインフォームド・コンセント
取得は必ずしも要しない。他機関に対して既
存情報の提供を依頼するが、連結可能匿名化
を行うため、各施設での倫理審査は必ずしも
要しない。既存情報の提供を受ける大阪大学
と大阪市立大学では、本研究計画について倫
理委員会の承認を受けた（大阪大学での承認
番号：14239；承認日：2014 年 10 月 9 日、大
阪市立大学での承認番号：2998；承認日：2014
年 12 月 1 日）。 
 

 
Ｃ．研究結果 
1) 一次調査 
全国の整形外科 4,847 科から 1,226 科（25％）

を調査対象として選定し、2015 年 1 月 5 日に
一次調査を開始した。2 月 4 日時点で回答を確
認できなかった施設については、再依頼を行
った（回答期日：2 月 13 日）。 
 表 1 に、一次調査の集計結果を示す。738 科
（回答率：60％）から 13,563 人の ONFH 患者
が報告された。このうち、男性は 6,961 人（51
％）であった。所定の算出式により、2014 年 1
年間の全国における ONFH 受療患者数は約
23,100 人（95％CI：20,800-25,300）と推定され
た（表 1）。性別の推計受療患者数は、男性
12,100 人, 女性 11,000 人であった。 
 2014 年 1 年間の全国における推計受療患者
数（23,061 人）を当該年の日本人口（127,083,000
人）で除すると、年間有病率は人口 10 万人あ
たり 18.2 人（0.0182％）と推計された（表 2）。 
  
2) 二次調査 
 2015 年 8 月 12 日に二次調査を開始した。一
次調査で「ONFH 患者の受診あり」と回答した
419 科に個人票を送付し、「2012 年 1 月 1 日
～2014 年 12 月 31 日（最近 3 年間）に確定診
断された症例」を抽出して回答を依頼した。
2015 年 10 月下旬時点で未回答であった診療
科には文書で再依頼を行った。また、個人票の
記入もれや整合性のない回答内容について、
各診療科に書面で補完・確認を依頼した。 

275 科（66％）から 2,539 人の個人票を回収
した。このうち、最終受診日が不明の者（2 人）
あるいは 2013 年以前の者（78 人）、確定診断
年が 2012 年 1 月 1 日～2014 年 12 月 31 日の範
囲にない者（28 人）を除外すると、2,431 人と
なった。さらに性別の情報が不明な 14 人を除
き、2,417 人を解析対象とした。性別は、男性
1,344 人（56％）、女性 1,073（44％）人であっ
た。片側 ONFH 症例は 1,023 人（42％）、両側
ONFH 症例は 1,394 人（58％）であった。 
確定診断年は、2012 年 665 人（28％）、2013

年 817 人（34％）、2014 年 935 人（39％）で
あった。なお、二次調査に回答した 275 科は、
一次調査で 10,242 人の ONFH 症例を報告して
いたことから、このうち 935 人（9％）が 2014
年 1 年間に確定診断された症例ということに
なる。この割合（9％）を全国の推計受療患者
数に掛けて、2014 年 1 年間に確定診断された
症例を新患と扱うと、全国の ONFH 新患数は
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約 2,100 人（23,100×0.09）と推計された（表
2）。 

以下、主な変数について集計結果を示す。 
 
(a) 確定診断時の年齢分布 

確定診断時年齢は、対象者全員で平均 52 歳
（標準偏差：16 歳）、中央値 53 歳（範囲：10
～95 歳）であった。男性では、平均 50 歳（標
準偏差：14 歳）、中央値 49 歳（範囲：14～95
歳）、女性では、平均 54 歳（標準偏差：17 歳）、
中央値 58 歳（範囲：10～95 歳）であった。 

対象者全員の確定診断時年齢分布をみると
（図 1-A）、40～60 歳代の割合が高かった（40
歳代：20％、50 歳代：19％、60 歳代：21％）。
男性では 40 歳代の割合が最も高く（26％）、
女性では 60 歳代の割合が最も高かった（25
％）。このような傾向は、ONFH 臨床班の班員
所属施設からの報告に限った場合も認められ
（図 1-B）、女性では 30 歳代と 60 歳代に 2 峰
性のピークを認めた（ともに 21％）。 

女性の確定診断時年齢で 60 歳代の割合が高
かったことについて、詳細分析を行った。図 2-
A に、女性の確定診断時年齢の分布を度数（人
数）で示す。主要リスク因子である「ステロイ
ド全身投与歴」を有する者、あるいは「ステロ
イド全身投与歴、習慣飲酒歴、喫煙歴」のいず
れかを有する者の度数分布は、全女性の確定
診断時年齢の度数分布と似通っていた。この
うち、ステロイド全身投与歴「あり」の 60 歳
代女性（N=172）についてみると、投与対象疾
患は全身性エリテマトーデス（SLE）が最多で
あった（n=23）。23 人のうち、SLE 確定診断
時年齢の情報が得られた者についてみると、
診断時年齢の範囲は 42～68 歳であり、40 代で
診断が 2 人、50 代で診断が 7 人、60 代で診断
が 9 人であった。同様の傾向は、ONFH 臨床班
の班員所属施設からの報告に限った場合も認
められた（図 2-B）。ステロイド全身投与歴「あ
り」の 60 代女性（N=59）についてみると、投
与対象疾患は SLE が最多であった（n=9）。9
人のうち、SLE 確定診断時年齢の情報が得ら
れた者についてみると、診断時年齢の範囲は
42～65 歳であり、40 代で診断が 1 人、50 代で
診断が 3 人、60 代で診断が 4 人であった。 
 
(b) リスク因子の分布 

表 3 に、確定診断前の既往歴のうち代表的
なリスク因子について分布を示す。ステロイ
ド全身投与歴、習慣飲酒歴、喫煙歴の各既往を
有する者の割合は、それぞれ 55％、44％、32

％であった。性別にみると、男性では習慣飲酒
歴を有する者の割合が高く（64％）、女性では
ステロイド全身投与歴を有する者の割合が高
かった（70％）。確定診断時の年齢別（40 歳未
満、40～64 歳、65 歳以上）にみると、いずれ
の年齢カテゴリーでもステロイド全身投与歴
を有する者の割合が最も高かった（約 50～60
％）。特に、40 歳未満では 62％の者がステロ
イド全身投与歴を有していた。喫煙歴につい
ては「不明」の回答も多かった。 
リスク因子の分布を、片側例、両側例の別にみ
た結果を図 3 に示す。片側例では習慣飲酒歴、
両側例ではステロイド全身投与歴が多い傾向
を認めた。 
 
(c) ステロイド全身投与歴の対象疾患 
表 3 で「ステロイド全身投与歴あり」と回答

された 1,321 人について、投与対象疾患の分布
を示す（表 4）。SLE が最も多く（17％）、気
管支喘息、ネフローゼ症候群、腫瘍性疾患、多
発性筋炎・皮膚筋炎、間質性肺炎、皮膚疾患が
続いた（それぞれ 5～7％）。 
  
 (h) 公費負担状況 
解析対象 2,417 人のうち、ONFH による特定

疾患医療受給者証の申請について情報が得ら
れたのは 2,381 人であった。このうち、1,576 人
（66％）が ONFH で申請していた。 
 
 
Ｄ．考察 
1) 一次調査 

2014 年 1 年間の全国における ONFH 受療患
者数は約 23,100 人（95％CI：20,800-25,300）で
あった。年間有病率は人口 10 万人あたり 18.2
人（0.0182％）、年間新患数（「2014 年 1 年間
に確定診断された症例」と定義）は 2,100 人と
推定された。 

1995 年、2005 年、そして今回実施の ONFH
全国疫学調査は、「難病疫学班」考案のプロト
コールに基づき、一次調査は同じ手法で行わ
れているため、全国の推計患者数の経年変化
を評価できる。過去の 2 調査の結果では、1994
年 1 年間の ONFH 受療患者数は 7,400 人（95
％CI：6,700-8,200）3,4）、2004 年 1 年間の同患
者数は 11,400 人（95％CI：10,100-12,800）5) と
推定されており、当時の日本人口で除した年
間有病率は、人口 10 万人あたり 5.9 人および
8.9 人となる（表 2）。また、年間新患数を同
じ定義で算出した場合、それぞれ約 1,500 人と
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約 2,200 人であった。 
以上により、ONFH による年間受療患者数は

最近 20 年間で約 3 倍に増加したが、年間新患
数は最近 10 年間でほぼ横ばいといえる。1994
年～2004 年に受療患者数と新患数がともに増
加した背景には、MRI による診断精度の向上
が寄与していると考えられる。一方、2004 年
～2014 年に受療患者数のみが増加している背
景として、ONFH は壮年期発症が多いがそれ自
体が死亡原因にはならないこと、術後フォロ
ーの患者が一定数存在することから、受療患
者として蓄積されていくこと、などが考えら
れる。 
 
2) 二次調査 

二次調査で得られる臨床疫学特性について
は、一次調査と異なり、過去の 2 調査と単純に
比較できないことに注意すべきである。1995
年、2005 年実施の ONFH 全国疫学調査におけ
る二次調査の報告対象は、「一次調査で報告さ
れた患者すべて」3,4)、あるいは「一次調査で報
告された患者から、誕生月が奇数の者（約半
数）を抽出」5) であることから、各調査対象
年における有病例（prevalent case）である。一
方、今回の二次調査では、「一次調査で報告さ
れた ONFH 患者のうち、最近 3 年間に確定診
断された症例」を抽出して回答を依頼したた
め、報告対象は新規診断例（incident case）に近
いといえる。今回、二次調査の報告対象を最近
の診断症例に限った理由は、①2001 年に
ONFH の病型・病期分類が改訂されたため 9)、
それ以前に遡って症例報告を依頼しても診断
時の病型・病期の情報が得られないこと、②本
調査は 10 年毎 3 回目の ONFH 全国疫学調査で
あり、近年における ONFH 患者像の把握に重
点を置くほうが良いと考えたこと、による。こ
のような相違点を踏まえた上で、今回の二次
調査の結果について以下考察する。 

確定診断時年齢をみると、男性では 40 歳代
の占める割合が最も高く、女性で 60 歳代の占
める割合が最も高かった。2005 年実施の全国
疫学調査・二次調査の結果（有病例、男性では
40 歳代、女性では 30 歳代にピーク）5)、ある
いは、実施中の ONFH 定点モニタリングシス
テムに 15 年間で報告された新患症例の結果
（新規診断例、男女ともに 30 歳代がピーク）
10) と比べると、本調査における女性の確定診
断時年齢のピークは乖離している。 

従来、高齢女性の ONFH 症例には鑑別すべ
き疾患（変形性股関節症、一過性大腿骨頭萎縮

症、急速破壊型股関節症、大腿骨頭軟骨下脆弱
性骨折など）が紛れ込んでいる可能性や、その
ような紛れ込みがある場合は主要リスク因子
を有しない症例の割合が高くなることが報告
されてきた 11-13)。これらの可能性を探索する
ため、ONFH 臨床班の班員所属施設に限った分
布（図 1-B および図 2-B）、および女性につい
て主要リスク因子を有する者の分布（図 2-A お
よび図 2-B）を検討したが、鑑別すべき疾患が
明らかに多く紛れ込んでいることを示唆する
結果は得られなかった。なお、2014 年 10 月 1
日時点のわが国の人口ピラミッドをみると、
60 歳代女性の人数は 40 歳代とともに突出し
ている 14)。また、SLE はステロイド投与対象
疾患として最も高い割合を占めるが、SLE の
発症年齢がやや高齢化しているとの記述もあ
る 15)。女性の ONFH 症例の確定診断年齢は、
これらの影響を受けて真に高齢化しているの
かもしれない。本調査は記述疫学研究である
ことから、これ以上の考察は控えるが、今後、
ONFH 定点モニタリングシステムからのデー
タもあわせた観察が必要と考える。 
代表的なリスク因子のうち、ステロイド全

身投与歴と習慣飲酒歴を有する者の割合につ
いては、これまでの報告と大きく変わらなか
った 5, 10)。今回、喫煙歴を有する者の割合も調
査したところ 32％であったが、「不明」の回
答が多かったことが特徴的であった。喫煙も
ONFH の主要リスク因子であるが、臨床現場で
はまだ十分認識されていないことを反映して
いると思われる。なお、年齢層にかかわらず最
も割合が高かったのはステロイド全身投与歴
であった。特に 40 歳未満の層では、2005 年実
施の全国疫学調査・二次調査 5) と同様に約 60
％を占めていた。若年でステロイド全身投与
を背景に発生・発症する ONFH について、引
き続き予防戦略に重点を置く必要性が示唆さ
れた。 
リスク因子の分布を片側例・両側例別に検

討したところ、片側例では習慣飲酒歴、両側例
ではステロイド全身投与歴が多い傾向を認め
た。リスク因子ごとの病態の違いを反映して
いるのかもしれない。 
ステロイド全身投与の対象疾患は、これま

での報告と同じく SLE が最も多かった（17
％）。しかし、2005 年実施の全国疫学調査・二
次調査の報告症例（有病例）では 31％であっ
たことを考えると 5)、低い割合であった。なお、
ONFH 定点モニタリングシステムに 15 年間で
報告された新患症例の検討では、SLE が占め
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る割合は経年的に減少していることから 10)、
傾向は一致していると考える。 
 ONFH による特定疾患医療受給者証は、約
66％の症例で申請されていた。2005 年実施の
全国疫学調査・二次調査でも、当該割合は 79
％であった 16,17)。未申請の理由として、軽症例
であること、SLE を合併している場合は SLE
で申請済みであること、すでに他の制度（障害
者医療費助成制度など）を利用していること、
などが考えられる。「難病の患者に対する医療
等に関する法律」の下で新たに実施される施
策の 1 つに、難病患者データベースの構築が
挙げられているが、特定疾患医療受給者証の
申請に基づいて構築する場合は、把握可能な
症例の情報が全患者の 2/3 程度になることを
認識する必要がある。 
 
 
Ｅ．結論 

2015 年に ONFH 全国疫学調査を実施し、
2014 年 1 年間の全国における ONFH 患者数と
臨床疫学特性について最新の情報を把握し
た。わが国では、いくつかの難病について「難
病疫学班」考案のプロトコール 6) による全国
疫学調査が実施されている。このうち、10 年
毎 3 回目の全国疫学調査を達成し得るのは
ONFH が初めてであることから、本調査のイン
パクトは高いと考えられる。 
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表1. 一次調査結果 

* 45件の整形外科. 

 

 

 

 

表2. 推計患者数：過去の全国疫学調査*との比較 

実施年 
調査 

対象年 

施設数 

（回答率） 

一次調査 

報告患者数 

推定 

年間受療患者数 

（95％信頼区間） 

推定 

年間有病率 

（人口10万人

あたり） 

推定 

年間 

新患数** 

1995 1994 605 (57) 4,271  7,400 (6,700 - 8,200) 5.9 1,500 

2005 2004 577 (58) 5,602 11,400 (10,100 -12,800) 8.9 2,200 

2015（本調査） 2014 738 (60) 13,563 23,100 (20,800 - 25,300） 18.2 2,100 
*  「ONFH臨床班」と「難病疫学班」の共同研究として、「難病疫学班」考案のプロトコール6) に従って実施した調査。 
** 「新患」は、「調査対象年1年間」に確定診断された症例と定義した（二次調査報告症例の情報から算出された割合

を、推定年間受療患者数に掛けることによって推計）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

層 対象数 抽出数（抽出率） 回収数（回収率） 報告患者数 
推定年間 

受療患者数 
(95％信頼区間) 

大学病院 132  132  (100.0) 103  (78.0) 8,598  11,019  (9,840～12,198) 

500床以上 244  244  (100.0) 151  (61.9) 2,186  3,532  (3,021～4,043) 

400～499床 232  204  (87.9) 120  (58.8) 901  1,742  (1,415～2,069) 

300～399床 447  198  (44.3) 115  (58.1) 605  2,352  (1,323～3,380) 

200～299床 527  122  (23.1) 71  (58.2) 74  549  (252～846) 

100～199床 1,588  178  (11.2) 96  (53.9) 50  827  (320～1,334) 

99床以下 1,632  103  (6.3) 53  (51.5) 43  1,324  (26～2,623) 

特別階層 * 45  45  (100.0) 29  (64.4) 1,106  1,716  (1,330～2,102) 

計 4,847  1,226 (25.3) 738  (60.2) 13,563  23,061  (20,826～25,297) 
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図1. 二次調査報告症例：確定診断時年齢の分布 

 
 

 

図2. 二次調査報告症例：女性における確定診断時年齢の分布 

 

 

0

5

10

15

20

25

30

35

10- 20- 30- 40- 50- 60- 70- 80- 90-

男性 (n=1,344)

女性 (n=1,073)

対象者全員 (n=2,417) 1

(%)

(年齢)

0

5

10

15

20

25

30

35

10- 20- 30- 40- 50- 60- 70- 80- 90-

男性 (n=476)
女性 (n=388)
対象者全員 (n=864)

(年齢)

(%)

図1-A：全施設 (N=2,417) 図1-B：班員所属施設 (N=864)
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表3. 二次調査報告症例：確定診断時前のリスク因子の分布 

 
対象者全員 

(n = 2,417) 
  

性別で層化 

  

確定診断時年齢で層化 

男性 

(n = 1,344) 

女性 

(n = 1,073) 

<40歳 

(n = 607) 

40-64歳 

(n = 1,235) 

≥ 65歳 

(n = 575) 

n (%)   n (%) n (%)    n (%) n (%) n (%) 

ステロイド 

全身投与 

なし 1,083 (45)   765 (57) 318 (30)   231 (38) 572 (47) 280 (49) 

あり 1,321 (55)  576 (43) 745 (70)  375 (62) 656 (53) 290 (51) 

不明 13   3  10   1  7  5  

                

習慣飲酒 

なし 1,323 (56)  473 (36) 850 (82)  344 (58) 581 (49) 398 (72) 

あり 1,019 (44)  837 (64) 182 (18)  247 (42) 615 (51) 157 (28) 

不明 75   34  41   16  39  20  

                

喫煙 

なし 1,442 (68)  619 (53) 823 (86)  370 (68) 659 (62) 413 (81) 

あり 677 (32)  544 (47) 133 (14)  172 (32) 407 (38) 98 (19) 

不明 298   181  117   65  169  64  

割合の合計は、数値の丸めのために100%とならないことがある。 

 

 

図3. 二次調査報告症例：確定診断時前のリスク因子の分布、片側例・両側例別 
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表4. 二次調査報告症例：ステロイド全身投与の対象疾患（N=1,321, 複数回答可） 

 n (%)  

全身性エリテマトーデス 230 (17)  

気管支喘息 92 (7)  

ネフローゼ症候群 87 (7)  

腫瘍性疾患 85 (6)  

 良性  14 (17) 

 悪性  67 (83) 

 良性・悪性の記入なし  4  

多発性筋炎・皮膚筋炎 83 (6)  

間質性肺炎 75 (6)  

皮膚疾患 71 (5)  

関節リウマチ 59 (4)  

腎炎 47 (4)  

血小板減少性紫斑病 47 (4)  

眼疾患 39 (3)  

肝炎 33 (3)  

耳疾患 34 (3)  

炎症性腸疾患 28 (2)  

 潰瘍性大腸炎  25 (89) 

 クローン病  3 (11) 

再生不良性貧血 14 (1)  

顔面神経麻痺 6 (0)  

慢性閉塞性肺疾患 4 (0)  

不明 8   

注：調査票で「その他の膠原病」「その他の血液疾患」「その他の呼吸器疾患」「その他の腎疾患」「その他」と回答され

た疾患の内訳については、現時点で集計できていない。 

割合の合計は、数値の丸めのために100%とならないことがある。 
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資料1 ： 一次調査 依頼状 
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資料2： 一次調査 診断基準 
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資料3 ： 一次調査 返信用はがき 
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資料4 ： 二次調査 依頼状 
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資料5-1 ： 二次調査 診断基準と病型・病期分類（表面） 
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資料5-2 ： 二次調査 診断基準と病型・病期分類（裏面） 
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資料6 ： 二次調査 抽出状況調査票 
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資料7 ： 二次調査 個人票 
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資料8 ： 二次調査 対応表 
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資料9 ： 二次調査 情報公開ポスター 


